
 - 1 - 

 

綿 ス フ 
織物情報 

２０１９年(令和元年) １０月号 Ｖｏｌ．１８４３ 

 

 

 

発行所： 一般財団法人 日本綿スフ機業同交会 

東京都港区西麻布 1-8-7 綿工連会館 2F 

TEL(03)3403-9671 FAX(03)3403-9679 

URL : httpｓ://www.jcwa.jp/ 

 

 

 

 

 

●プルミエール・ヴィジョン・パリ２０１９開催 

９月１７日(火)－１９日(木)の３日間、パリのノールヴィルパント見本市会場においてテキスタイ

ル展示商談会「プルミエール・ヴィジョン・パリ２０１９」が開催された。綿工連傘下企業から播州の

桑村繊維(株)、備中のクロキ(株)、日本綿布(株)が出展した。 

 

●Intertextile Shanghai Apparel Fabrics Autumn 開催 

９月２５日(水)－２７日(金)の３日間、上海の国家会展中心（National Exhibition and Convention 

Center）においてテキスタイル展示商談会「Intertextile Shanghai Apparel Fabrics Autumn」が開

催され、高島織物工業協同組合が“The Japan Observatory”（日本ファッション・ウィーク推進機

構と ＪＥＴＲＯがメッセフランクフルト（主催）とのコラボレーションにより運営）に出展した。 

 

●綿スフ工連「広幅先染専門委員会〔拡大〕」開催 

９月２６日（木）、播州産地（兵庫県西脇市）において標記委員会が開催された。綿スフ工連産

地から従来の先染専門委員会産地７産地が参加。また、今回から新たに綿スフ工連傘下産地に

広く案内しており、静岡の浜松織物、愛知の知多産地、三州産地からの参加があり、１０産地計

２３名の委員会となった。 

会議に先立ち、播州産地の織布企業「植山織物株式会社」と、染工場「播磨染工株式会社」

の２社を見学した。その後、「エーデルささゆり」において会議を開催、事務局より①２０２０年度

経済産業省の「地域・中小企業・小規模事業者関係の概算要求等のポイント」、②２０２０年度

「税制改正に関する経済産業省要望のポイント」について説明があった。その後は各産地より概

況報告がなされた。 

 

 

プルミエール・ヴィジョン・パリ２０１９開催／Ｉｎｔｅｒｔｅｘｔｉｌｅ Shanghai Apparel Fabrics Autumn

開催／綿スフ工連「広幅先染専門委員会〔拡大〕」開催／第１３０回繊維通商問題委員会開

催／「令和元年度中小企業者に関する国等の契約（官公需）の基本方針」閣議決定／１１月

の「下請取引適性化推進月間」の実施について／ＥＰＡ・ＴＰＰの動向／特許公開情報 

主 な 内 容 
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●第１３０回繊維通商問題委員会開催 

９月２６日(木)、繊産連の第１３０回繊維通商問題委員会が東京の繊維会館において開催され

た。当日は（１）輸出貿易管理令の改正について、（２）日本の繊維貿易の現況について（２０１９年 

１－７月期、２０１９年７月・繊産連説明）、（３）各国とのＥＰＡ交渉状況について（経産省説明）、

夫々説明と意見交換が行われた。 

 

１. 輸出入全般の動向 

 ２０１９年１－７月期の繊維貿易 

 
円ベース ドルベース 

百万円 前年同期比（％） 百万ドル 前年同期比（％） 

輸 出  ５１３,８３０ １００.３ 

 

 ４,６８０  ９９.５ 

 輸 入 ２,３５２,４９９ 

 

 

 

 

 

１０１.０ 

 

２１,４３５ １００.３ 

①２０１９年７月単月に関しては、輸出は円ベースで７４,６９１百万円（前年同月比９８.０％）、

輸入は円ベースで３７８,４８３百万円（前年同月比１０５.８％）。 

②２０１９年１－７月累計の繊維品別輸出入実績に関しては、輸出（円ベース）の前年同期

比は繊維原料は１０１.７％、糸類（紡績糸・合繊糸）は９１.７％で、うち綿糸は１００.９％、

毛糸は９２.８％、合繊糸は９０.５％。織物は１０１.０％で、うち綿織物は９３.１％、毛織物は

９５.９％、合繊織物は１０５.１％。二次製品は１０２.１％。輸入（円ベース）の前年同期比は

繊維原料は９６.７％、糸類（紡績糸･合繊糸）は９４.８％で、うち綿糸は９２.４％、毛糸は 

９１.２％、合繊糸は９９.０％。織物は１０３.７％で、うち綿織物は９３.７％、毛織物は１１３％、

合繊織物は１０９.５％。二次製品は１０１.２％。 

２. 各国・地域別輸出入の動向 

 ①輸出（２０１９年１－７月累計） 

   Ⅰ.２０１９年１－７月の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）向けは９９.２％、

欧州１０５.９％。 

   Ⅱ.アジアにおいては中国が９６.３％。シェアは２８.６（前年同期比－１.２ポイント）。 

アセアン主要国は前年同期比でインドネシアが９８.５％、タイ８７.５％と減少、ミャンマー

１１４.３％、カンボジア１１３.９％、マレーシア１１１.０％、ベトナム１０５.０％と伸びている。

アセアン全体では１００.９％でシェアは２５.６％（前年同期比＋０.２ポイント）と微増。ベ

トナムのシェアは１２.６％（前年同期比＋０.５ポイント）と安定して伸びている。アセアン

以外ではバングラデシュが１１３.０％、台湾は１１２.６％、韓国が１０２.６％。欧州ではド

イツが１２０.４％と大幅増が継続している。 

   Ⅲ.米州は１０１.1％、シェアは１０.５％で前年同月比±０ポイント。 

②輸入（２０１９年１－７月累計） 

   Ⅰ.２０１９年１－７月累計の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）が１００.６％、
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米州１０４.４％、欧州１０５.６％。 

   Ⅱ.アジアでは中国が９６.４％、シェアは５３.９％（前年同期比－２.６ポイント）と減少が続く。 

   Ⅲ.アセアン全体では１０８.３％。主要国はベトナム１１０.１％、カンボジアが１１０.６％、ミャ

ンマー１２１.２％、マレーシア１０６.８％と続伸。アセアンのシェアは２８.１％（前年同期

比＋１.９ポイント）と継続して増。ベトナムのシェアは１３.３％（前年同期比＋１.１ポイン

ト）と堅調である。アセアン以外ではバングラデシュ１１２.３％、インド１０７.８％が堅調。

韓国１０１.０％、台湾９４.１％。 

  次回の繊維通商問題委員会は１１月１３日（水）開催予定。 
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●「令和元年度中小企業者に関する国等の契約(官公需)の基本方針」閣議決定 

９月１０日、「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」に基づき、官公需に

おける中小企業・小規模事業者向けの契約比率や、創業１０年未満の新規中小企業者を含め

た中小企業・小規模事業者の受注機会の増大のための措置事項を定める今年度の基本方針

が閣議決定された。 

この方針では、中小企業・小規模事業者の受注機会の増大を図るため、中小企業・小規模事

業者向け契約目標は、前年度までの実績を上回るよう努め、国等全体として５５.１％、新規中小

企業者向け契約目標は平成２７年度以降の実績を踏まえ３％と設定された。 

また、関係省庁が連携して、地方公共団体等に対し、発注時期等の平準化に必要な取組の

共有や要請等を直接行う体制を強化し、災害時に安定的な供給体制を確保することの重要性

に鑑み、事業継続力が認められる中小企業者に対する配慮に関する事項が加えられた。さらに、

１０月に消費税率が１０％に引上げられたことを踏まえ適正な転嫁を確保するよう明記されている。 

〇中小企業庁「令和元年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」全文 

 https://www.meti.go.jp/press/2019/09/20190910001/20190910001-2.pdf 

 

●１１月の「下請取引適正化推進月間」の実施について 

中小企業庁及び公正取引委員会は、下請取引の適正化について、下請代金支払遅延防止

法（以下「下請法」という。）の迅速かつ的確な運用と違反行為の未然防止、下請中小企業振興

法（以下「下請振興法」という。）に基づく振興基準の遵守を指導すること等を通じ、その推進を

図っている。特に、毎年１１月を「下請取引適正化推進月間」とし、下請法の普及・啓発事業を 

集中的に行っている。 

そこで，本年度の下請取引適正化推進月間に当たり，以下の通り本年度のキャンペーン標語

を決定するとともに，普及・啓発に係る取組を行う。あわせて，各都道府県、下請企業振興協会、

事業者団体等に対して本推進月間の実施に当たっての協力を要請する。 

１．２０１９年（令和元年）度「下請取引適正化推進月間」キャンペーン標語 

（公正取引委員会との連携事業） 

本年５月に、下請取引を行っている事業者に「下請取引適正化推進月間」の認知を目的

に、キャンペーン標語の一般公募を行ったところ、全国から１８４点の応募があった。厳正な

審査の結果、入選作５点を選定し、その中から特選作品を決定した。特選作品は、令和元

年度下請取引適正化推進月間のキャンペーン標語として、下請取引適正化推進月間のポ

スター、下請取引適正化推進講習会テキストの表紙などに使用するほか、全国各地で実施

する下請取引適正化推進講習会で発表するなど、事業者のコンプライアンスに資するよう

幅広く活用する。 

 

 

 

https://www.meti.go.jp/press/2019/09/20190910001/20190910001-2.pdf
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〇特選作品「無茶な依頼 しないさせない 受け入れない」 

【下請取引適正化推進月間ポスター】  

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．普及・啓発事業 

（1）下請取引適正化推進講習会の開催（公正取引委員会との連携事業） 

４７都道府県（６２会場）において、親事業者の下請取引担当者等を対象に、下請法及

び下請振興法の趣旨・内容を周知徹底する。 

（2）下請取引適正化推進シンポジウム・セミナーの開催（中小企業庁独自事業） 

中小企業の公正な取引環境の実現に向けて、全国９ヶ所で下請法・独禁法に詳しい弁

護士による基調講演、取引条件改善に向けた企業の独自の取組について紹介いただ

く、シンポジウム・セミナーを開催。 

（3）適正取引推進講習会（テキトリ講習会）の開催（中小企業庁独自事業） 

日頃感じている、下請取引における疑問や不安を一挙解決します。親事業者と下請事

業者の適正な取引の推進を図るため、「下請法」、「下請ガイドライン」、「消費税転嫁対

策特別特措法」、「価格交渉」の４つに関する講習会を開催しており、「出張講習」も無

料で実施。 

（4）下請かけこみ寺の利用促進（中小企業庁独自事業） 

「下請かけこみ寺」（全国４８ヶ所に設置）では、中小企業が抱える取引上の悩み相談を

受け付けており、問題解決に向けて、専門の相談員や弁護士がアドバイスを行う。 
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（5）広報誌等への掲載・掲示（公正取引委員会との連携事業） 

・ホームページ、メールマガジンを通じた広報 

・都道府県や中小企業関係団体、事業者団体等の機関誌を通じた広報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“ジャパン・コットン・マーク”は 
優れた国産綿素材製品の証明です 

 

国産綿素材の優れた品質をアピールして需要振興を

図るため、国内で製造した綿素材の織物を使用した

繊維製品に対してジャパン・コットン・マークの表示を

推進しております。 
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ＥＰＡ（経済連携協定）・ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）の動向 

●我が国のＥＰＡへの取組状況 
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 日  本  と  各  国  と  の  Ｅ  Ｐ  Ａ  交  渉              

●日・ＥＵ経済連携協定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本関税協会「貿易と関税」２０１９年４月号 

○日ＥＵ協定の自己申告原産地証明書について問合せ先 

各税関原産地調査官 

名古屋税関 

電話番号：052-654-4205 

メールアドレス： nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp 

大阪税関 

電話番号：06-6576-3196 

神戸税関 

電話番号：078-333-3097 

メールアドレス： kobe-gensan@customs.go.jp 

 

○原産地証明書（税関ＥＰＡマニュアル） 

Ｐ.５１－５４ （Ｐ.５１の下方に原産地証明書サンプル） 

http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E

8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27 

 

 

http://www.customs.go.jp/nagoya/index.htm
mailto:nagoya-gyomu-gensanchi@customs.go.jp
http://www.customs.go.jp/osaka/index.htm
http://www.customs.go.jp/kobe/index.htm
mailto:kobe-gensan@customs.go.jp
http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27
http://www.customs.go.jp/roo/origin/epa.pdf#search=%27%E6%97%A5EUEPA%E5%8E%9F%E7%94%A3%E5%9C%B0%E8%A8%BC%E6%98%8E%E6%9B%B8%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB%27
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●日中韓経済連携協定について 

 

ＦＴＡ発効を踏まえたアジア貿易自由化への影響  

 

東アジアの繊維貿易フロー （２０１７年） 



綿スフ織物情報              ２０１９年(令和元年) １０月号 Vol.１８４３ 

 
 

 

 - 12 - 

●日・ＲＣＥＰ経済連携協定について 

９月７日と８日、タイにおいて第２５回日ＡＳＥＡＮ経済大臣会合、第７回東アジア地域包括的

経済連携（ＲＣＥＰ）閣僚会合が開催された。ＲＣＥＰ閣僚会合では、昨年の首脳合意を受け、年

内の妥結に向けて閣僚間で議論を行った。 

また、９月１９日から９月２７日まで、ベトナムにおいて第２８回交渉会合が開催された。この会

合では、高級実務者レベルの貿易交渉委員会会合に加え、物品貿易、サービス貿易、投資の

分野で市場アクセス交渉が行われるほか、原産地規則、知的財産、電子商取引等の各分野で

交渉が行われた。 

 

 

 

１．ＲＣＥＰが実現すれば、人口約３４億人（世界全体の約半分）、ＧＤＰ約２０兆ドル（世界全体

の約３割）、貿易総額約１０兆ドル（世界全体の約３割）を占める広域経済圏が出現。 

２．世界の成長センターであるアジア太平洋地域経済との連携強化は、我が国が経済成長を

維持・増進していくために不可欠。 

３．我が国の貿易総額に占めるＦＴＡ締結相手国との貿易の割合（ＦＴＡ比率）が２７％、（中国 

２１．２％、韓国５．６％）増加し、日本再興戦略の目標達成（２０１８年までにＦＴＡ比率７０％）

に寄与。 

４．物品貿易（関税撤廃・削減等）に加え、サービス貿易、投資、知的財産等が含まれるため、

これらの分野での我が国企業の活動を支援、地域におけるルール作りに貢献。 

５．広域のＦＴＡが実現することにより、参加国間における貿易・投資が更に促進されるとともに、

地域における効率的なサプライチェーンの形成等に寄与。 

 

●日・トルコ経済連携協定について 

９月３０日から１０月４日まで、東京において日トルコ経済連携協定（EPA）交渉第１７回会合が

開催された。  

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_turkey/index.html 

 

●日・コロンビア経済連携協定について 

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_colombia/index.html 

   

●日・カナダ経済連携協定について  

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_canada/index.html 

 

 

 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_turkey/index.html
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●特許公開情報 

２０１９年９月に公開された織物の製造方法に関する、特許公開情報です。 

特許電子図書館 HP： https://www.j-platpat.inpit.go.jp/ 

検索範囲： 4L048, D03D1/00～D03D27/00 

 

[特許公開情報] （２０１９年９月公開分） 

＜９月分＞   

項番 文献番号 出願人 発明の名称 

1 特開 2019-147435 三菱重工業株式会社 表面部材及び表面部材の設計方法 

2 特開 2019-148022 
新日本無線株式会社 

日清紡テキスタイル株式会社 
繊維構造体 

3 特開 2019-150759 中尾フイルター工業株式会社 モノフィラメント糸を骨材とする濾布 

4 特開 2019-151072 株式会社豊田自動織機 繊維構造体及び圧力容器 

5 特開 2019-151953 東レ株式会社 メッシュシート 

6 特開 2019-154880 クラレファスニング株式会社 難燃性の面ファスナー 

7 特開 2019-157279 日本毛織株式会社 
多層構造紡績糸とこれを使用した耐熱性布

帛及び耐熱性防護服 

8 特開 2019-157285 東レ・デュポン株式会社 織編用高強力繊維 

9 特開 2019-157297 東レ株式会社 多層構造織物 

10 特開 2019-157299 帝人株式会社 三層構造織編物および繊維製品 

11 特開 2019-157305 東レ株式会社 ポリエステル仮撚加工糸 

12 特開 2019-157310 三菱ケミカル株式会社 トリアセテート精紡交撚糸複合織編物 

13 特開 2019-157321 ＫＢセーレン株式会社 ストレッチ性布帛 

14 特開 2019-162941 住江織物株式会社 鉄道車両用カーペット 

15 特開 2019-163202 

日本板硝子株式会社 

ユニチカ株式会社 

ユニチカグラスファイバー

株式会社 

ガラス組成物、ガラス繊維、ガラスクロス

およびガラス繊維の製造方法 

16 特開 2019-163555 東レ株式会社 
長短複合糸およびそれを用いてなる繊維構

造物 

17 特開 2019-163575 ユニチカ株式会社 繊維製品の熱成形法 

18 特開 2019-163582 ユニチカ株式会社 芯鞘型複合熱接着性繊維 



綿スフ織物情報              ２０１９年(令和元年) １０月号 Vol.１８４３ 

 
 

 

 - 14 - 

９月の行事  

９月２６日………… 広幅先染専門委員会〔拡大〕（播州産地）  

９月２６日………… 第１３０回繊維通商問題委員会（東京・繊維会館） 

 

１０月以降の行事 

１０月１８日………… 綿スフ工連／綿工連／同交会監事会（東京） 

１０月３１日………… 綿スフ工連正副理事長会議（大阪） 

１１月 ８日 ………… 近畿以西〔拡大〕事務局会議（広島産地） 

１１月１３日………… 第１３１回繊維通商問題委員会（東京・繊維会館） 

１１月１９～２０日……ＪFW-Premium Textile Japan ２０２０ Ａ/Ｗ、JFW-Japan Creation ２０２０ 

１１月２１日 …………第９回日中韓繊維産業協力会議（韓国・釜山） 

１１月３０日………… 綿工連綿’ｓ倶楽部委員会（名古屋）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


